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≪本レポートの活用法≫

ベンチマークレポートの構成

調査の全体像を把握できます。ご回答いただいた企業調査のほか、記者調査の内容も確認できま
す。

自由記述回答では、どのような回答が多かったか、どのような回答が高評価であったかなどを知ること
ができます。高評価を得るためのヒントとしてご活用ください。
また、貴社と同業種企業の自由記述を分析し、頻出単語を抽出することで、業種内のトレンドが把
握できます。

データサマリーはデータ編とつながる内容として、貴社と指定企業群の回答データを一覧でまとめてい
ます。偏差値ではなく、実数値での比較が可能なため、より明確に強み・弱みが分かります。

Ⅳをさらに細分化した55の小分類で指定企業と比較し、具体的な貴社の強み・弱みを把握できま
す。
また指定企業各社の偏差値も（個社名は分からない形で）プロットされているため、自社の⽴ち位
置が分かります。基本的にはギャップがマイナスの項目が弱み、プラスの項目が強みとなります。
各項目に対応した設問一覧もあるため、回答いただいた調査票と併せてご覧いただくと、より項目ご
とのイメージが鮮明になります。

ここではⅢの内容をさらにブレイクダウンした12の中分類での比較ができます。
また施策の導⼊・活用状況も中分類で把握でき、こちらでも指定企業や回答企業全体との比較が
可能です。
さらに「多くの企業で取り組むべき基本項目」と「得意な分野で他社と差をつけるための項目」ごとに
偏差値を算出しています。

3分野ベースでの評価を表しています。
また、調査回答企業全体に対する貴社の⽴ち位置も把握できます。
ほかにも強みと考えられる項目と優先的に対策が望まれる項目といったページがあります。
また、貴社の時系列スコア推移など、貴社の全体像を端的に確認できます。

調査全体の集計値から、回答企業におけるトレンドや今後の展望を把握できます。
また、紙⾯掲載等で発表した総合・各分野別の上位企業一覧を確認できます。資料としてご活用
ください。

業種や企業規模だけでなく調査回答も考慮した貴社の企業タイプを診断した、SW企業タイプ分
析が確認できます。同タイプの上位企業は、人的資本経営において参考になる企業といえます。ま
た、貴社が所属するタイプの特徴や、タイプごとに総合評価と相関の高い項目を算出しています。新
たな施策を打つ際のご検討にお使いいただけます。

Ⅰ．調査概要

Ⅱ．調査結果概要

Ⅲ．貴社の評価結果概要

Ⅳ．項目・指標別分析

Ⅴ．詳細項目別分析

Ⅵ．関連分析

Ⅶ．自由記述回答集

Ⅷ．データサマリー

スコア上の自社の強
み・弱みを把握

その指標に関連する
データを確認

自社の特徴などを踏
まえ、施策の優先順

位を検討

Ⅲ〜Ⅴ章 Ⅷ章・気になる箇所はデータ編で Ⅵ・Ⅶ章

データ編の図やクロス集計表の
データを社内資料に活用

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

レポートの構成と読み方の流れを表⽰しております。
ページ数の多いレポートになりますので、活用方法に沿った確認方法をお勧めい
たします。
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日経グループは、新たな時代に企業価値を高める経営のあり方として「スマートワーク経営」を提案します。
企業の持続的発展には、最も重要な経営資源である人的資産の充実が不可⽋です。「スマートワーク経営」とは、従業員のウェルビーイングの向上等により
人材を最⼤限活用するとともに、人材投資を加速させることで、新たなイノベーションを⽣み出し、⽣産性を向上させ、企業価値を最⼤化させることを目指す経営戦略です。
日経スマートワーク経営では、上記のコンセプトに基づき、「スマートワーク経営」を実践し、組織のパフォーマンスを高めている企業を評価します。

調査対象
有効回収数

電子ファイル形式調査票の配布・回収
  2024年5⽉時点の全上場企業4,034社および従業員100人以上の非上場企業※非上場企業はエントリー制

 830社上場774社（回収率19.2％）、非上場56社

Ⅰ－１．スマートワーク経営 とは ／ 調査概要 Ⅰ．調査概要

調査期間 2024年5⽉〜7⽉
調査方法

71名

「人材活用⼒」「人材投資⼒」「テクノロジー活用⼒」の、いずれかの分野で優れていると思う企業を10社まで回答（純粋想起）
それぞれの企業について評価できる分野を回答

2024年7⽉
日本経済新聞社のデスク、キャップ、論説委員・編集委員

調査方法
回収数

調査期間
調査対象

調査内容

インターネット調査

スマートワーク経営とは

企業調査 調査概要

日経記者調査 調査概要

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

調査の概要を記載しております。
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「日経サステナブル総合調査　スマートワーク経営編」では、基礎データとして企業調査の回答データを使用しており、調査に回答のあった企業のみで相対評価しています。
加えて、一部項目については日本経済新聞社のデスク・編集委員等への調査を評価に使用しました。
※企業調査は全ての企業が全ての項目に回答しているわけではなく、あくまで回答のあった範囲での評価になります。
　 基本的に無回答の場合に最も得点が低くなるため、高い評価を受けるべき企業であっても、十分な回答が得られないと得点が低くなるケースがあります。

日本経済新聞社のデスク・編集委員（71人）に、人材活用⼒・人材投資⼒・
テクノロジー活用⼒のいずれかの分野で優れている企業を 企業調査の回答データおよびその他各種データを組み合わせて約250種類の
純粋想起で複数社ずつ挙げたうえで、どの分野を評価するか回答してもらい、 配点変数（※非公開）を作成後、類似変数をまとめて67の変数グループとした上で、
得票数に応じて各指標に加点しました。 13の評価用指標（記者評価除く）に分類しました。
※記者調査の得票および偏差値は、自社・指定企業ともに非公開とさせていただいて その際、一部の変数は業種（AQ1）などで評価を分け、
　 おります。何卒ご了承ください。 特定の業種・業態が極端に有利・不利にならないよう配慮しています。

67の変数グループについて原則均等に素点を配点（記者調査など調査票以外の
データに関しては、若⼲⼤きなウエイトを与えている場合もあります）して合算した後、
人材活用⼒は【最高400点、最低40点】、人材投資⼒は【最高200点、最低20点】、
テクノロジー活用⼒は【最高100点、最低10点】となるように基準化した上で、
3分野の基準化スコアを単純合算して総合得点を算出しました。

Ⅰ－２．日経サステナブル総合調査　スマートワーク経営編　評価方法 Ⅰ．調査概要

記者調査 総合得点の算出

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

調査の評価方法を記載しております。
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Ⅱ－１．調査全体の回答トレンド Ⅱ．調査結果概要

1.人的資本開示の推移

・開⽰指標は全体的に増加傾向
（休暇取得、労働時間、中途採用比率は新設）

・男⼥給与格差は開⽰義務化の影響で⼤幅増加

・従業員エンゲージメントも伸びが顕著

BQ3:開示している指標

BQ3:開示している内容

・開⽰指標が増加した一方、
具体的な内容の開⽰は少ない

・特に内容別の開⽰は極端に少ない

・今後は単なる指標の公表にとどまらず、
自社の経営戦略と連動した意味のある開⽰が求められる

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。 New!

回答内容から⾒た調査全体のトレンドを表⽰しております。
現時点で差がつき始めているポイント、今後差がつくポイントを把握できます。
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Ⅱ－２．今後の展望 Ⅱ．調査結果概要

人材活⽤⼒・人材投資⼒共通

【開示】（データ編 p.11参照）...経営戦略と連動した意味のある開示の必要性

＜基礎項目（最低限抑えておきたいポイント）＞
単なる指標の開示はエンゲージメントを含め既に多くの企業で実施済みです。
＜差別化項目（今後差がつくポイント）＞
何のための開⽰なのか、経営戦略にどう紐づいているのかが分かる、内容別・属性別などの開示がステークホルダーに求められます。

【⼥性役員・管理職】（データ編 p.31〜36参照）...部⻑級以上の人材確保・人材育成が必要に

＜差別化項目（今後差がつくポイント）＞
現在課⻑級の部⻑候補がスムーズに昇進しやすい・昇進したいと思えるような環境整備を進めることが求められます。
✔ 一般職と管理職間における労働時間の乖離改善（管理職の職務負担減）
✔ ⼥性向けリーダーシッププログラムの実施
✔ ロールモデルの紹介
✔ 外部からの積極的な採⽤ 等に取り組むことが重要です。

【シニア施策】（データ編 p.54〜56参照）...定年延⻑制度への移⾏有無で待遇の差が広がる

＜差別化項目（今後差がつくポイント）＞
定年延⻑が全員または多数派という企業は、まだ全体の約1/4程度です。
報酬設計の平均でみると、60歳までと比較して定年延⻑で8.5割、継続雇⽤で6.4割です。
待遇の差が⼤きい分、移⾏のハードルは高いですが、職責・職務の範囲が広がることで、シニア層におけるやりがいの低下防止につながります。

人材活⽤⼒

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。 New!

回答内容全体から⾒た今後の展望を表⽰しております。
現時点で差がつき始めているポイント、今後差がつくポイントをまとめてい
ますので、社会全体のトレンドを把握することができます。
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Ⅱ－３．総合上位企業一覧（★3.5以上） Ⅱ．調査結果概要

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

総合評価の上位企業一覧を表⽰しております。
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Ⅱ－４．分野別上位企業一覧 Ⅱ．調査結果概要

S++ S+ S++ S+ S++ S+
アサヒグループホールディングス 伊藤忠商事 ＩＨＩ アズビル アイシン 旭化成
味の素 エーザイ 味の素 伊藤忠テクノソリューションズ エクシオグループ アズビル
アフラック⽣命保険 ＮＥＣ 伊藤忠商事 ＮＥＣ ＮＴＴドコモ 伊藤忠商事
花王 ＮＴＴ ＳＣＳＫ ＮＴＴコミュニケーションズ ＮＴＴ東日本 ＡＧＣ
サントリーホールディングス ＮＴＴデータグループ ＮＥＣソリューションイノベータ ＮＴＴ東日本 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス Ｈ．Ｕ．グループホールディングス
ソフトバンク オリックス ＮＴＴ 小野薬品工業 ⼤塚商会 ＮＥＣ
日⽴製作所 オリンパス ＮＴＴデータグループ オムロン 小野薬品工業 ＮＥＣソリューションイノベータ
富士通 カゴメ ＮＴＴドコモ キリンホールディングス オムロン ＮＴＴ
三菱商事 キリンホールディングス ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス コニカミノルタ コニカミノルタ ⼤塚ホールディングス

コニカミノルタ ＫＤＤＩ サイバーエージェント サントリーホールディングス ⿅島
サッポロホールディングス サントリーホールディングス サッポロホールディングス 清水建設 カルビー
資⽣堂 ソニーグループ 資⽣堂 ソニーグループ キリンホールディングス
ソニーグループ ソフトバンク 島津製作所 ソフトバンク クボタ
ＳＯＭＰＯホールディングス ＴＩＳ 清水建設 ⼤成建設 ＫＤＤＩ
第一三共 東京海上ホールディングス 住友商事 竹中工務店 コカ・コーラ　ボトラーズジャパンホールディングス
第一⽣命ホールディングス 野村総合研究所 積水化学工業 ダイキン工業 しずおかフィナンシャルグループ
⼤和証券グループ本社 野村ホールディングス 双日 中外製薬 資⽣堂
ＤＭＧ森精機 日⽴製作所 ⼤成建設 ディップ 新菱冷熱工業
電通グループ 日⽴ソリューションズ 第一三共 ＴＯＴＯ 住友化学
東京海上ホールディングス 富士通 ダイキン工業 東急不動産ホールディングス 双日
日清食品ホールディングス 三井住友トラストグループ ⼤日本印刷 東京海上ホールディングス ＳＯＭＰＯホールディングス
みずほフィナンシャルグループ 三井住友ファイナンス＆リース ⼤和証券グループ本社 東芝 第一三共
三井住友トラストグループ 三井物産 中外製薬 ＴＯＰＰＡＮホールディングス ⼤日本印刷
三井不動産 三菱商事 ＤＭＧ森精機 日本新薬 ⼤和証券グループ本社
三井物産 リコー デンソー 日本航空 帝人
村田製作所 電通グループ 野村ホールディングス ＤＭＧ森精機
リコー 電通総研 日⽴製作所 デンソー
ロート製薬 ＴＯＰＰＡＮホールディングス ファミリーマート 東京エレクトロン

豊田通商 富士フイルムホールディングス トヨタ紡織
ニコン みずほフィナンシャルグループ 日⽴ソリューションズ
日清食品ホールディングス 三井住友トラストグループ 富士ソフト
日鉄ソリューションズ 三井不動産 富士通
富士フイルムホールディングス 三井物産 三井化学
みずほフィナンシャルグループ 村田製作所 三菱商事
三井化学 ロート製薬 三菱重工業
三井住友フィナンシャルグループ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ
三菱重工業 ユニ・チャーム
三菱電機 楽天グループ
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ リコー
ロート製薬 ローム

人材活⽤⼒ 人材投資⼒ テクノロジー活⽤⼒ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

分野別の上位企業一覧を表⽰しております。
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　結果概要

Ⅲ．貴社の評価結果概要Ⅲ－１．総合・分野別スコア概要

貴社業種
（AQ1回答/分析用）

総合偏差値

人材活⽤⼒

人材投資⼒

テクノロジー活⽤⼒

貴社偏差値

61.4

58.9

指定企業
平均偏差値

60.4

57.9

貴社指定企業
(計5社)

66.3

71.7 S++

サンプル１、サンプル２、サンプル３、サンプル４、サンプル５

貴社ランク

S

A++

S+

建設業 / 住建

業種平均
偏差値

46.6

51.0

51.4

51.2

62.2

62.8

20 30 40 50 60 70 80 90

同業種平均 指定企業平均 貴社

全企業の最低偏差値 全企業の最高偏差値

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

貴社と指定企業平均、業種平均の総合偏差値と評価指標別偏差値
を表⽰しております。どの分野で評価に差が出ているのかを⼤まかに把
握することができます。

© Nikkei Research Inc. All Rights Reserved 9



　Basic項目・Advance項目のバランス 　■相対的にスコアが高く、貴社の強みと考えられる項目

イノベーション推進・教育体制 研修費

多様で柔軟な働き方 育児休業の利用（男性）

人材確保・キャリア自律 人材の流動性

テクノロジー導⼊・関連投資 現場改善におけるテクノロジー活用

多様で柔軟な働き方 在宅勤務実績

　■指定企業とのギャップが大きく、優先的に対策が望まれる項目

ダイバーシティの推進 ⼥性の管理職登用（課⻑）

ダイバーシティの推進 男⼥賃⾦格差

ダイバーシティの推進 ミドル・シニアの待遇

ワークライフバランス 休暇の取得

ワークライフバランス 労働時間（全社平均）

貴社 貴社
指定企業

貴社
指定企業

貴社
指定企業

52.6

60.4
68.2

63.9

70.4
62.9

指定企業

Ⅲ－２．まとめ Ⅲ．貴社の評価結果概要

20

指標 詳細項目

37
15
40
53

7
3
8
11
3

人材活用全体

人材投資全体

詳細項目

4

6

10

23

24

55.6 57.7

指標

Basic項目 Advance項目

2

2

2

4

4

30

40

50

60

70

80

人材戦略と
KPI

ダイバーシティ
の推進

多様で柔軟な
働き方

ワークライフバラ
ンス

エンゲージメン
ト

現場⼒向上

イノベーション
推進・教育体

制

人材確保・
キャリア自律

多様なキャリア
パス

先端分野人
材の育成

テクノロジー導
⼊・関連投資

先端的テクノロ
ジー活用

貴社（Bas）
貴社（Adv）

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

レポート全体から特に重要な項目を抜粋してまとめております。どのページから⾒れ
ばよいか分からない・どこから改善すべきか分からないといった際には、まずこのページ
をご参照ください。
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Ⅲ．貴社の評価結果概要Ⅲ－３．貴社のポジショニング（指定企業との比較）

総  合 人材活⽤⼒ 人材投資⼒ テクノロジー活⽤⼒

A社 |||||||||||||||| S ||||||| A++

貴社 |||||||||||||||| S ||||||| A++

|||||||| S |||||||| S

S+ |||||||||| S++|||||||||

C社 |||||||||||||| A++ |||||| A+

B社 |||||||||||||||| S |||||||| S

|||||||| ||||||||| S+

S+ |||||||||| S++|||||||||

A++ |||||| A+

S ||||||| A++ S++||||||||||||||||||

||||||

|||||||| S

S

G社 |||||||||||| A+ |||||| A+

F社 |||||||||||| A+ ||||||| A++

E社 ||||||||||||||

||||||| A++

A+ |||||| A+

D社 ||||||||||||||||

||||||||| S+

A++ ||||||||| S+|||||||

I社 |||||||||||||| A++ ||||||| A++

H社 |||||||||||||||| S |||||||| S

|||||| A+J社 |||||||||||| A+ ||||||| A++ ||||||

||||||

|||||||

||||||

A+

A++

S

A+

A+

貴社の指定した企業内で、総合ランキング、評価指標別ランキング（人材活用⼒、人材投資⼒、テクノロジー活用⼒）の評価を一覧で確認できます。
※並びは指定した企業順です。

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

貴社と指定企業における総合ランキングと評価指標別のランキングを表
⽰しております。どの分野で評価に差が出ているのかを⼤まかに把握する
ことができます。
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　1.総合スコア

≪ヒストグラム≫ ≪分析軸別平均値≫

Ⅲ．貴社の評価結果概要

社数 平均 中央値

貴社偏差値

Ⅲ－４．偏差値分布とポジショニング

全体

指定企業

830

7

50.0

58.6

50.9

59.1

51.9

62.4

平均
【業種（分析用）】

エネルギー 50.5
鉄鋼・非鉄 49.0

素材 52.0
電機・精密 53.4

機械 47.8

小売・外食 43.7
⾦融 54.6

運輸 49.1
サービス 45.8

情報通信 51.8

500億〜1,000億円未満
1,000億〜2,000億円未満
2,000億〜3,000億円未満

商社 45.6

日用品 53.4
住建 50.3

不動産・倉庫 44.2

輸送用機器 49.3
医薬品 55.0

食品

3,000億〜5,000億円未満
5,000億〜1兆円未満

1兆〜3兆円未満
3兆円以上

平均

40.6
44.9
48.5
50.7
53.3
53.8
57.3
62.3

【売上高】
500億円未満

3,000〜5,000人未満
5,000〜10,000人未満

10,000人以上

【正社員数（BQ5）】
500人未満

500〜1,000人未満
1,000〜2,000人未満
2,000〜3,000人未満

53.2
58.7
58.7

40.5
45.8
50.6
54.0

総合、3分野について、ランキング対象全社の偏差値分布と貴社および指定企業の位置づけを表しています。
※指定企業については、どのマークがどの企業かは特定できないよう、全社同じマークにて表⽰しています。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

10

20

30

40

50

60

累積（%）

（社数）

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

総合偏差値をヒストグラムと折れ線グラフで表⽰しております。
貴社と指定企業の評価差を、全体の回答分布と比較しながら確認す
ることが出来ます。

© Nikkei Research Inc. All Rights Reserved 12



　1.指標別まとめ

＊赤いラインが偏差値50（平均点）

偏差値

貴社 指定企業
平均

-8.2

ワークライフバランス 63.4 63.8 -0.4

64.4

Ⅳ．項目・指標別分析

-15.9

多様で柔軟な働き方

Ⅳ－１．指標別偏差値

54.9 62.0 -7.1

人材戦略とKPI 55.4 63.5 -8.1

ダイバーシティの推進

ギャップ

共通

人材
活用⼒

63.7

52.3 -2.6

多様なキャリアパス 58.6 67.5 -8.9

先端分野人材の育成 60.6 68.5

-1.9

-7.9

テクノロジー導⼊・関連投資 60.2 63.1 -2.9

イノベーション推進・教育体制 8.7

人材確保・キャリア自律 64.5 55.8 8.7

69.7 61.0

57.5

人材投資
⼒

テクノロ
ジー

活用⼒

47.8

先端的テクノロジー活用 49.7

現場⼒向上 55.6

エンゲージメント 56.2

フィードバック資料記載の中分類ベースで、偏差値の分布と指定企業との比較を表⽰しています。
同じ偏差値でも、分布（最高・最低や密集度合い）によって意味合いは異なってきます。偏差値の全社平均は50（赤線）であるため、
例えば「現場⼒向上」のように分布が右に広がっている場合は多くの企業が偏差値40台に密集し、一部の飛びぬけた企業が90近い偏差値を出している一方、
「ワークライフバランス」のように分布が左に広がっている場合は極端に偏差値の高い企業が存在しない一方、偏差値が低い企業が一部存在している、といったことが読み取れます。
ギャップは貴社偏差値－指定企業平均偏差値で算出しており、指定企業に差をつけられている項目ほどマイナス幅が⼤きくなります。

20 30 40 50 60 70 80 90 100

業種平均 指定企業平均 貴社全企業の最低偏差値

全企業の最高偏差値

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。フィードバック資料に掲載されている指標ベースでの、貴社と指定企業

平均の位置付けを一覧できる形で表しています。
全企業の最高・最低偏差値と併せて確認することで、スコアを上げやす
い指標、上げにくい指標がひと目で分かります。
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Ⅳ－２．回答率と評価の関係

　■セクション別回答率 　■回答率と評価

Ⅳ．項目・指標別分析

0

20

40

60

80

100

0 20 40 60 80 100

全体
指定企業
指定企業平均
貴社

どんなに優れた取り組みをしていても、空欄が多いと評価は低くなってしまいます。ここでは貴社と指定企業の回答状況を比較しています。
回答率は、【値の⼊っている設問】/【回答すべき全設問】で算出しており、理論上回答しなくてよい項目（制度を導⼊していない場合の利用人数など）は計算に含まれません。

人材活用【前半・共通部分】の回答率

人
材
活
用
【
後
半
・
S
W
部
分
】
の
回
答
率

30

40

50

60

70

80

0 20 40 60 80 100

全体
指定企業
指定企業平均
貴社

SW総合回答率

総
合
偏
差
値

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

回答率と評価の関係性を表⽰しております。
基本的に回答率が高いほど評価も高くなります。
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　1.導⼊と活⽤の関係〜人材活⽤全体

＜左図の各エリア毎の社数分布＞

*偏差値30台は30未満を含みます

Ⅳ－３．制度・しくみの導⼊と活用 Ⅳ．項目・指標別分析

1

9 40 9
21

27

9 100 65 6
95

93

51 60 7
74

53

90 18 2

30

40

50

60

70

80

30 40 50 60 70 80

全体
指定企業
指定企業平均
貴社

人材活用の制度・しくみについて、導⼊状況と活用状況それぞれの得点の偏差値を軸に、回答企業をマッピング。
回答企業全社、指定企業内における貴社のポジショニングを把握できます。

制度・しくみは充実しているが
活⽤されていない制度・しくみが不⾜している

制度・しくみは豊富ではないが
活⽤されている

制度・しくみが充実し
活⽤されている

人材活用の制度・しくみの導⼊状況（偏差値）

人
材
活
用
の
制
度
・
し
く
み
の
活
用
状
況
（
偏
差
値
）

導⼊ ＜ 活⽤

導⼊ ＞ 活⽤
導⼊ ＞ 活⽤

導⼊ ＜ 活⽤

右下は、取り組みの選択肢に多くチェックしているも
のの、数量値の回答のレベルが低いことを表してい
ます。単純に取り組みから日が浅く成果が出ていな
い場合もありますが、数量値の回答欄を十分に埋
められていないケースや、選択肢設問で実態よりも
過大にチェックしすぎているケースが多いです。

左上は、数量値の回答レベルに比べて取り組みのチェックが少ない状
況を表しています。歴史が浅い、組織の規模が⼤きくないなど制度を定
めなくてもうまく回っている企業もありますが、規模が拡⼤してくるとうまく
いかなくなることがあります。また、選択肢を厳密に解釈しすぎているの
が原因で、本来ならばもっとチェックをつけられるケースもあります。

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

人材活用⼒の各指標を、制度・仕組みの「導⼊」と「活用」に分類し、
貴社や指定企業が制度・仕組みの「導⼊」と「活用」のどちらが進んでい
るのかを診断します。これにより、貴社が人事施策としてメニューの充実
を図ればよいのか、あるいはすでにあるメニューの浸透を図ればよいのか、
と言ったことに対しての⽰唆が得られます。
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■Basic項目 〜基本的な項目群〜 ■Advance項目 〜他社と差をつける項目群〜
・バランス良く拡⼤を目指す ・得意な項目を伸ばす
・指定企業平均より低い部分に着目 ・指定企業平均より高い部分に着目

Ⅳ．項目・指標別分析Ⅳ－４．Basic項目・Advance項目のバランス

30

40

50

60

70

80

人材戦略と
KPI

ダイバーシティ
の推進

多様で柔軟な
働き方

ワークライフバラ
ンス

エンゲージメン
ト

現場⼒向上

イノベーション
推進・教育体

制

人材確保・
キャリア自律

多様なキャリア
パス

先端分野人
材の育成

テクノロジー導
⼊・関連投資

先端的テクノロ
ジー活用

指定企業平均（Bas）
貴社（Bas）

それぞれの中分類を構成する項目を、⼤まかに「Basic項目（＝多くの企業に取り組んでいただきたい基本的な項目）」と「Advance項目（＝満遍なく得点することは難しいが、得意分野
に関しては是非他社に差を付けたい項目）」に分類し、それぞれで偏差値を算出しています。ただし「現場⼒向上」に関しては、海外の項目が回答対象外の企業の場合、ブランクとなりま
すのでご留意ください。

30

40

50

60

70

80

人材戦略と
KPI

ダイバーシティ
の推進

多様で柔軟な
働き方

ワークライフバラ
ンス

エンゲージメン
ト

現場⼒向上

イノベーション
推進・教育体

制

人材確保・
キャリア自律

多様なキャリア
パス

先端分野人
材の育成

テクノロジー導
⼊・関連投資

先端的テクノロ
ジー活用

指定企業平均（Adv）
貴社（Adv）

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

回答項目を基本的でバランスよく評価を獲得すべきBasic項目と、得
意な分野で他社と差をつけるAdvance項目に分類し、それぞれの評
価を表⽰しています。
現在弱みとなっており改善が必要な項目や、今後強みとして伸ばしてい
くべき項目を把握することができます。
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　分野共通 　人材活⽤⼒（続き）

人材戦略とＫＰＩ BQ1,2,3,11 時間に関する多様で柔軟な制度 BQ50
テレワーク・モバイルワーク等環境整備 BQ51,52

　人材活⽤⼒ 在宅勤務実績 BQ51
従業員の社外活動支援 BQ53,54

記者評価（人材活用全般） 記者調査 労働時間の把握・削減の取り組み BQ12,13,14,16

ダイバーシティの推進 ⼥性の役員・執⾏役員登用 AQ7,BQ10 休暇の取得 BQ15,16
⼥性の管理職登用（部⻑以上） BQ10 労働時間（全社平均） BQ13
⼥性の管理職登用（課⻑） BQ10 労働時間（過重労働の防止） BQ14,15
昇進の男⼥差 BQ10 健康経営 BQ18,19,20
男⼥賃⾦格差 BQ32 メンタルヘルス BQ17,18
⼥性の積極採用・活躍促進 BQ5,6,21 従業員調査の実施 BQ26
⼥性の就業継続 BQ7,9 従業員調査の活用 BQ26,27
シニアの雇用 BQ21,22 賃⾦改善・人事評価 BQ35,36,37
ミドル・シニアの待遇 BQ22,23 非正社員の待遇 BQ34,35
外国人の役員・管理職登用 AQ7,BQ10,21 現地法人での従業員調査 CQ5
少数者への配慮 BQ21,24,25 現地スタッフの活躍 CQ3,4,6
育児休業の利用（⼥性） BQ48 【人材活用】ユニーク・先進施策 BQ66,CQ2
出産からの復職 BQ47,48 ※ユニーク・先進施策、先端的テクノロジー活用はフィードバックレポートでは3分野合計で表⽰しています
育児休業の利用（男性） BQ48
育休取得・復帰支援 BQ47,48,49
介護・病気療養と仕事の両⽴支援 BQ46,47,48,49

現場⼒向上

記者評価 ワークライフバランス

Ⅴ－１．詳細項目　設問・データとの対応

多様で柔軟な働き方の実現

人材戦略とＫＰＩ

Ⅴ．詳細項目分析

多様で柔軟な働き方の実現（続き）

エンゲージメント

ユニーク・先進施策

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

各中分類指標に該当する詳細な項目名と対応する設問番号を記載
しています。確認したい・改善したい項目が決まった際に、データ編で具
体的にどの設問を⾒ればよいかを把握できます。
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　1.分野共通項目・人材活⽤⼒①

＜分野共通＞
人材戦略とKPI

＜人材活用⼒＞
⼥性の役員・執⾏役員登用
⼥性の管理職登用（部⻑以上）
⼥性の管理職登用（課⻑）
昇進の男⼥差
男⼥賃⾦格差
⼥性の積極採用・活躍促進
⼥性の就業継続
シニアの雇用
ミドル・シニアの待遇
外国人の役員・管理職登用
少数者への配慮
育児休業の利用（⼥性）
出産からの復職
育児休業の利用（男性）
育休取得・復帰支援
介護・病気療養と仕事の両⽴支援
時間に関する多様で柔軟な制度

Ⅴ－２．詳細項目　指定企業との比較

貴社
偏差値

指定企業平均 指定企業トップ
偏差値 ギャップ 偏差値 ギャップ

Ⅴ．詳細項目分析

56.2 58.4 -2.2 61.9 -5.7

58.5 65.5 -7.0 78.4 -19.9

36.8 44.4 -7.6 49.6 -12.8
57.0 44.1 12.9 49.1 7.9

46.2 44.0 2.2 55.5 -9.3
44.8 45.7 -0.9 57.1 -12.3

60.5 53.4 7.1 61.9 -1.4
47.2 48.3 -1.1 60.1 -12.9

55.8 65.4 -9.6 77.8 -22.0
45.2 64.2 -19.0 68.6 -23.4

60.7 57.2 3.5 67.5 -6.8
47.8 59.7 -11.9 82.3 -34.5

49.7 53.8 -4.1 57.3 -7.6
56.2 50.4 5.8 60.3 -4.1

70.5 55.3 15.2 72.9 -2.4
68.3 54.0 14.3 58.1 10.2

53.8 53.7 0.1 67.4 -13.6
60.7 55.8 4.9 63.7 -3.0

ここでは12指標をさらに細分化した詳細項目について、指定企業と比較しています。
指定企業は平均を線で表しているのに加え、⻘い点が指定企業各社を表しています。
ここでの偏差値は得点率の偏差値を表しています。貴社、あるいは貴社の所属する業種にとって重要度の低い項目に関しては、一部配点から外したり配点の割合を
下げるなど全体に与える影響度を小さくする配慮をしている場合があり、必ずしも得点を下げる⼤きな要因になっているとは限りません。
なお、記者評価の項目に関しては、貴社偏差値・指定企業偏差値とも非公開となっておりますのでご了承ください。

20 40 60 80 100

貴社 指定企業平均

全企業の最低偏差値 全企業の最高偏差値

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

指標をさらに細分化した項目ベースでも、貴社と指定企業の偏差値を
比較しています。指定企業は平均だけでなく、1社1社プロットしているた
め、各社の分布も⾒ることができます。
※どの点がどの企業かはわからないようになっています。
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　指定企業トップ・平均とのギャップ

11

6
24
5
15

指定企業トップとの
ギャップが⼤きい項目

ミドル・シニアの待遇

外国人の役員・管理職登用119
シニアの雇用
⼥性の積極採用・活躍促進
人材交流

シニアの雇用

7
49

非正社員の待遇
外国人の役員・管理職登用

9⼥性の積極採用・活躍促進7
31

Ⅴ．詳細項目分析Ⅴ－３．詳細項目　指定企業との比較

指定企業平均との
ギャップが⼤きい項目

労働時間（過重労働の防止）
男⼥賃⾦格差
労働時間（全社平均）
昇進の男⼥差
育児休業の利用（男性）

10
25

ミドル・シニアの待遇
先端的or効果的なテクノロジー
男⼥賃⾦格差
昇進の男⼥差
非正規・限定正社員のキャリアアップ
労働時間（過重労働の防止）

10
55
6
5
45
25

Ⅴ-2の最高偏差値は貴社の業種・業態や規模などによって必ずしも目指せるとは限りませんが、指定企業で同業他社を選択するケースが多いことを踏まえると、競合している同業他社が出
すことの出来るスコアであれば目指せる可能性が高いと考えられます。しかし実際には、指定企業の中に一部別業種の上位企業が含まれていたり、特殊な事情のある企業が含まれていたり
することによって、指定企業の中でもトップの企業だけ極端に高いスコアとなっているようなケースもあります。
ここでは、指定企業トップとのギャップと、指定企業平均とのギャップについてまとめていますので、両者の傾向が⼤きく異なる項目については改善の優先順位を検討する際、データの特性に留
意しつつご参照ください。

1

5 6

7
91115

17

19

24
25

26

27

30

31

41

44

4547

48

49

50

55

指定企業トップとのギャップ

トップとも平均ともギャップが大きい

⼤
き
い

小
さ
い

指
定
企
業
平
均
と
の
ギ
ャ
ッ
プ

小さい ⼤きい

トップとのギャップは大きいが、平均とのギャップは小さい
⇒指定企業の特定の企業のみが突出しており

業種特性等で改善しにくい項目の可能性も

トップとのギャップと平均とのギャップが同程度
⇒貴社のみが出遅れている可能性がある項目

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

指定企業のトップ・指定企業平均と差の⼤きい項目を散
布図で表⽰しています。
自社が遅れている項目や指定企業が優れている項目を
把握することで、改善すべき項目に優先順位をつけること
ができます。
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　1.SW企業タイプとは

■SW企業タイプとは

【NMFについて】
NMF(Non-negative Matrix Factorization,非負値⾏列因子分解の略) 分析は、データから代表的な特徴を抽出することができる分析です。
多くの変数があるデータの中から、どのような特徴が存在するのかを把握することができます。
また、各回答者（企業）が抽出された特徴にどの程度適合しているかを知ることが可能です。

【NMFによるSW企業タイプ分類】
本レポートでは、回答企業全体のSW回答及び企業属性をNMF分析し、「8つの企業タイプ」を抽出しました。さらに、「各企業の8タイプへの適合度」
を算出しました。今回は、算出された適合度をもとに、各企業を８つの企業タイプのうち相対的に近い２つの企業タイプに割り当てています。

Ⅵ－１．SW企業タイプとは Ⅵ．関連分析

以降の分析では、調査データから独自に分類した「SW企業タイプ」を元に、貴社が優先的に取り組むべき項目や人的資本開⽰のヒントを探っていきます。

Type1
適合度

Type2
適合度

Type3
適合度

Type4
適合度

Type5
適合度

Type6
適合度

Type7
適合度

Type8
適合度

企業１ 0.5 0.3 0.01 0.02 0.03 0.04 0.06 0.07
企業２ 0.02 0.1 0.4 0.3 0.01 0.01 0.03 0.04
企業３ 0.01 0.02 0.03 0.01 0.3 0.3 0.07 0.02
⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝
⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝ ⁝
企業N 0.03 0.01 0.03 0.04 0.01 0.02 0.4 0.3

(SW変数)

女性比率
が高い

中途採用
が多い

管理職が
多い …

IT人材が
多い

(企業) 企業１ 1 0 0 … 1
企業２ 0 1 0 … 1
企業３ 0 0 0 … 0
⁝ ⁝ ⁝ ⁝ … ⁝
⁝ ⁝ ⁝ ⁝ … ⁝
企業N 1 1 1 … 0

【全回答企業のSW回答情報】

【各企業のType1〜8の適合度】

【８つの企業タイプ】
女性比率
が高い

中途採用
が多い

流動性が
高い …

IT人材が
多い

Type1 0.36 0.89 1.23 … 0.51
Type2 0.74 1.45 0.27 … 0.58
Type3 1.29 0.32 0.67 … 1.1
Type4 1.49 0.15 0.78 … 0.34
Type5 0.92 1.25 0.43 … 1.38
Type6 0.16 0.94 1.21 … 0.82
Type7 1.14 0.71 0.66 … 1.44
Type8 0.98 0.41 0.25 … 1.11

８
３
０
社

71項目
71項目

８
タ
イ
プ

８
３
０
社

８つ

ＮＭＦ分析によって、
全回答企業の属性及び企業特性
（830社×71項目、項目の詳細は次ページ
参照）をもとに
「８つの企業タイプ」を抽出し、
「各企業のType１〜８への適合度」を
算出しました。

左の例では、企業１はType１とType２への
適合度が高いことから、
Type１とType2の企業タイプの特徴を強く持
つことがわかります。

実際の貴社の適合率は2ページ
後にまとめています

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

全回答企業の属性及び企業特性を分析し、SWタイプと
して特徴ごとに企業を8グループに分類しています。
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　3.各グループの特徴

Type1︓ Type5︓

貴社適合度︓ 貴社適合度︓

Type2︓ Type6︓

貴社適合度︓ 貴社適合度︓

Type3︓ Type7︓

貴社適合度︓ 貴社適合度︓

Type4︓ Type8︓

貴社適合度︓ 貴社適合度︓

⾦融、小売など⼥性スタッフの多い業種が多く属している
キーワード︓⼥性、地域限定、正社員登用

総合商社など国内外を飛び回る業種が多く属している
キーワード︓転勤、営業、海外出張

Ⅵ－１．SW企業タイプとは Ⅵ．関連分析

以降のページでは、貴社適合度が比較的高いタイプのうち、業種なども加味して貴社が参考にしやすいと考えられる2つのタイプ（⻘枠）を取り上げて詳しく分析します。

多様性先進企業 グローバル営業企業

若⼿活躍企業 地方発技術先進企業

ITベンチャー出⾝企業など若⼿が多く流動性が高い企業群
キーワード︓若⼿、中途採用、抜擢

地方に⼤規模な⽣産拠点のある製造業など
キーワード︓現場⼒、地方拠点、現業職

リスキリング先進企業 現業が支える大企業

教育制度や柔軟な働き方などが充実している⼤企業
キーワード︓IT人材、教育研修、在宅勤務

製造・サービス問わず現業職比率の高い⼤企業
キーワード︓現業職、オペレーション、労務管理

グローバル技術企業 サービス革新企業

世界シェアの高いグローバルなBtoB企業が多く所属している
キーワード︓海外拠点、先端技術、研究開発

サービス業を中心に、多くの非正規スタッフが支える企業
キーワード︓販売・サービス、非正社員、正社員登用

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

8グループに分類したSWタイプの特徴・貴社の各グループ
への適合度をグループごとに表⽰しています。
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　1.貴社類似グループ①

■このグループの上位企業（五十音順）

A社
■特徴量が高い項目（抜粋） B社
＜属性＞ ＜企業特性＞ C社

D社
IT人材が多め 平均年収が高め E社

F社
正社員が比較的多め 在宅実施率が高め G社

H社
⽣産・製造スタッフが多め 教育研修費用・時間が多め I社

J社
研究開発設計スタッフが多め 先端分野人材の評価が高め（中分類項目）

■適合率が高い企業平均と⽐較してギャップが大きい項目 ■このグループの特徴

労働時間（過重労働の防止）
在宅勤務実績
昇進の男⼥差
男⼥賃⾦格差
⼥性の役員・執⾏役員登用
⼥性の管理職登用（部⻑以上）
⼥性の管理職登用（課⻑）
外国人の役員・管理職登用
【人材投資】ユニーク・先進施策
若⼿の管理職登用

Ⅵ－２．SW企業タイプ分析　貴社類似グループとの比較 Ⅵ．関連分析

貴社
偏差値

適合企業平均
偏差値 ギャップ

88

42.8 56.0 -13.2

31.4 50.5 -19.1
44.6 59.8 -15.2

Type3︓リスキリング先進企業 社適合率が高い社数︓

47.9 54.4 -6.5

11
50
44

25
20
5
6
2
3
4

39.4 53.7 -14.3

44.3 53.2

48.4 56.4

-8.9
49.2 57.9 -8.7

44.6 53.7 -9.1

-8.0

44.5 55.4 -10.9

20 40 60 80 100

Type3の企業は、⼤規模なBtoB企業が中心で、
IT人材が多く、高収⼊の職種が多いことが特徴で
す。裁量労働制や在宅勤務が普及しており、先端
分野の人材育成や研修に⼒を⼊れています。
しかし、非正社員やシニアのキャリアアップ、過重労
働防止などの労働環境改善が課題です。専門職
やバックオフィス、現業職など職掌による働き方の課
題に着目していく必要があります。

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

貴社の該当するグループに関して、グループの詳細な特
徴や同じグループの上位企業、特徴的な項目とグループ
平均と比較して差の⼤きい項目を表⽰しています。
同業他社や指定企業とは異なる視点から、参考になる
企業や課題項目を把握できます。
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　3.ギャップ上位項目の改善しやすさ⽐較

■貴社に近いSW企業タイプ ①

②

*指定企業平均とのギャップ＋指定企業トップとのギャップの合計が⼤きい項目

 平均偏差値

①の適合率
上位平均

②の適合率
上位平均

50.9 49.3

24
7

55
9

6
25

11
45

56.4 51.2
51.4 50.8

ミドル・シニアの待遇
昇進の男⼥差
男⼥賃⾦格差

①の適合率上位平均

Ⅵ－２．SW企業タイプ分析　貴社類似グループとの比較 Ⅵ．関連分析

31
49
17

53.7
51.0 48.9

53.8 51.6

労働時間（全社平均）

55.4
55.2 51.9

30
15

10
5

平
均
偏
差
値

②
の
適
合
率
上
位
平
均

⼥性の積極採用・活躍促進
外国人の役員・管理職登用
非正規・限定正社員のキャリアアップ
非正社員の待遇
人材交流
介護・病気療養との両⽴支援
賃⾦改善・人事評価
育児休業の利用（男性）

55.5

57.3 54.8
51.4

指定企業とのギャップが大きい項目

現業が支える⼤企業
リスキリング先進企業

労働時間（過重労働の防止）
先端的or効果的なテクノロジー
シニアの雇用

52.0 51.2
56.3 54.9
54.2 52.4

51.6 51.8
58.8 54.7
49.9 49.7

Ⅳ-2で指定企業とのギャップが⼤きい項目について⾒てきましたが、改善の優先度を検討するにあたっては単純なギャップの⼤小だけではなく、貴社の業種・業態や人員構成に応じた改善の
しやすさや重要度も考慮する必要があります。
ここでは貴社と類似しているタイプの企業の水準をみることで、ギャップが⼤きい項目の中でも取り組みの費用対効果が高そうな項目を知ることができます。

5

6

7

9

10

11

15

17

24

25

30
3145

49
55

45

50

55

60

45 50 55 60

高
い

低
い

低い 高い

指定企業とのギャップが大きいかつ類似
タイプ企業の偏差値が高い
⇒相対的に改善しやすいと思われる項目

指定企業とのギャップが大きいかつ類似
タイプ企業の偏差値が低い
⇒相対的に改善しにくいと思われる項目

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

全回答企業の属性及び企業特性を分析して特徴ごとに
企業を8グループに分類し、タイプごとに偏差値の維持/
向上を目指したい項目を開⽰しています。
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タイプ︓

|| 人材の流動性

離職率（2023年度）
中途採用超過率（2021〜2023年度）
退職社員の再雇用制度有無
退職した正社員の再雇用実績人数

|| 研究開発人材

正社員100人あたり研究・開発職
正社員100人あたり研究職
正社員100人あたりＡＩスペシャリスト
正社員100人あたり商品開発職

|| 休暇の取得

年間平均休日数
年次有給休暇取得率
年次有給休暇取得率（管理職以上）
年次有給休暇取得率（管理職未満）

Ⅵ－３．タイプ別　偏差値の維持/向上を目指したい項目 Ⅵ．関連分析

リスキリング先進企業

貴社偏差値 69.0 タイプ平均 52.0 指標 単位 貴社回答 適合企業
平均

％ 1.5 7.1
％ -8.0 0.5

制度・実績あり 59.9%
人 9.8 3.5

貴社偏差値 58.6 タイプ平均 56.7

貴社偏差値 50.0 タイプ平均 53.6

人 1.9 5.2

指標 単位 貴社回答 適合企業
平均

人 2.5 14.3

人 0.1 1.0
人 1.6 10.6

指標 単位 貴社回答 適合企業
平均

日 141 139.1
％ 55.2 75.4
％ 47.2 61.7
％ 71.6 77.9

ここではタイプごとに総合評価との相関が高い指標とそれに関する項目を紹介します。
各項目の詳細はデータサマリー・データ編に収録していますので、ご確認のうえ、施策推進における目標値などにご活用ください。

ここでは中途採用や退職後再雇用をうまく活用して、新たな人材を増やすべきという観点で
評価しています。回答企業全体では新卒採用が激化している影響からか、中途採用超過
率が⼤幅に上がっており、この項目は今後差別化ポイントになることが予想されます。

研究開発人材はイノベーションの核となる人材であり、企業の持続的な成⻑を目指すうえで
は一定水準の人材確保が必須です。また近年では⽣成ＡＩの活用が事業推進では重要
であり、それに関する人材の保有状況は今後伸びていくポイントと予想しています。

年間平均休日日数自体は各社⼤きな差はなく、やはり取得率自体を上げることが評価を
伸ばすポイントです。休暇取得率を上げる施策として、積み⽴て有給の上限撤廃や一定の
連続した日数の休暇利用者に対する⾦銭等⼿当の支給などが⾒られました。

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

SWタイプごとに偏差値の維持/向上を目指したい項目と
タイプ別の平均値を表⽰しています。
総合偏差値と相関の高い項目を表⽰しているため、改
善する優先度が高い項目になります。
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　1.ダイバーシティ

■BQ66.人材活用に関する先進・ユニーク施策【ダイバーシティ】

業種︓ 住建 業種︓ 電機・精密

業種︓ 小売・外食 業種︓ 素材

業種︓ 素材 業種︓ サービス

業種︓ 商社 業種︓ エネルギー

業種︓ 輸送用機器 業種︓ 食品

性同一性障害の従業員が、ホルモン治療や性別適合⼿術または術前術後の診察に必要な日数を
休暇として取得する場合に、直近●年間の失効年次有給休暇を取得できる「性別移⾏支援休暇」を
●●年より導⼊している。

製造現場に⼥性を配属し、⼥性の職域拡⼤を進めている。⼥性の職域拡⼤を進めるにあたっては、軽
い⼒でも作業できる⼯具や、重量物運搬の際の電動アシスト機器等を導⼊し、作業負荷の軽減を
図っている。製造・保全現場に配属されている⼥性は、10年間で●名から●●名に増加した。

Ⅶ－１．人材活用に関する先進・ユニーク施策 Ⅶ．自由記述回答集

⼥性活躍に関する記載が多く⾒られ、差別化が難しくなってきています。一方で障がい者雇用や少数者への対応は回答自体が少ないため、アピールしやすい部分もありそうです。また⼥性活躍
推進において取り組み自体は一般的でも、課題把握から実施、検証から改善と実効性の高さが読み取れる記述、自社・業種ならではの取り組みも当調査では評価しています。

建設現場環境のチェックリストを作成し、ダイバーシティパトロールを実施している。⼥性専用トイレ・更
衣室が整っているかの設備⾯だけでなく、建設現場内での相談しやすい雰囲気づくり等ソフト⾯が整って
いるかをヒアリングし、要望をもとに環境を改善している。市街地から離れた建設現場で緊急時に⽣理
用品が⼿に⼊りにくいという社員からの声を元に⼥性専⽤トイレに⽣理⽤品ボックスを常備するように
チェックリストを改訂した。

メンター（支援者）とメンティ（支援を受ける⽴場）が他企業同⼠となる組み合わせで⾏う企業横
断型のキャリア形成支援のクロスメンタリングを●●年から開始。４社共同で各社メンター●名、メン
ティ●名計●●名が参加。⼥性管理職や経営陣を中心とした多様な人材が、企業を超えて学び、育
て合い、ネットワーキングや人材育成の継承を担うプラットフォーム構築を目指す。

特に⼥性が少ない営業外勤と製造現場をターゲットとし、モデル⼯場の設置、職場ヒアリング、⼥性
チームによる環境改善報告書の作成などを⾏って採用・配置を推進するほか、同職種の⼥性が集う
交流会を開催して、横のつながりを広げるネットワークづくりも進めている。●●年までに、●●工場の製
造現場に●●名の⼥性を採用・配置、中途採用についても注⼒し●●年度以降で計●●名の⼥性
を配置している。

●●年度より当社⼥性管理職と他社役員クラスの⼥性を組み合わせる3社合同クロスメンタリングプロ
グラムを各社人事担当者と企画実施しています。本プログラムを通じ、メンティーのキャリアへの意欲が
向上することが確認でき今年度については、5社に参加社を拡げ、各社事務局メンバーと企画・運営を
⾏っていきます。

取締役会の任意諮問委員会の一つとして「⼥性活躍推進委員会」を設置。⼥性役職者登用に向け
た具体的な施策を検討。●●年に「⼥性執⾏役員特例措置制度」を講じ、⽣え抜き⼥性役員●名
を登⽤。⼥性管理職の●割以上が海外経験有。全⼥性社員と駐在前後に個別⾯談し、⼥性視点
での意⾒を吸い上げ、施策に反映。子どものみを駐在先に帯同することを可能とし、必要サポート（ベ
ビーシッター、親の帯同等）は個別状況を鑑み支援。

出産・育児等のライフイベントの業務経験への影響等により男⼥で管理職就任状況に差が⽣じている
ため、出産・育児等の前に部門の中核業務を経験させるキャリアの早回しや、評価・登⽤における公
正なキャッチアップを実施。また、当社でキャリアを諦めず活躍できるよう、ライフイベント中の勤務地を配
慮している。さらに、⼥性の声を活躍環境整備に活かし、⼥性同⼠のネットワークを強化する「ウィメン
ズ・カウンシル」を設置。

IT・ソフトウエア等領域における高度専門性人材を、インド⼯科大学を中⼼にコンピューターサイエンス
など先端領域の出⾝者を年間●●名程度、日本本社にて新卒採⽤。採用にあたり、応募段階にお
いては複数回にわたり、オンラインとリアルを織り交ぜた説明会を実施。内定後は、日本語・日本文化教
育、就労ビザ取得、日本への渡航、⽣活⽴ち上げ支援を専門業者の協⼒を得て実施し、多様な国
籍を持つ人材の活躍を支援。

⼥性管理職登用の推進施策「スポンサープログラム」を実施。CEO、COOなど各部門トップがスポン
サーとなり、管理職やその候補者を育成。組織⻑は自部署の管理職⼥性⽐率目標を設定し、育成
計画を策定するとともに、管理職になる上での不安解消や業務アドバイス、人脈形成など幅広く支援。
また、⼥性同士のネットワーキングの場で勉強会を実施するなどし、●●年度の管理職⼥性⽐率は●.
●%で前年度の●%から上昇した。

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

配点対象となっている自由記述設問については、回答傾向の分析に加
え、高評価を得た回答の一部を紹介しています。
※個社が特定できないよう配慮しています。
取り組みの参考、回答方法の参考としてお使いいただけます。
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　3.ダイバーシティ関連データ

⼥性取締役（社内）の有無 1人以上登用している企業の割合
外国人取締役（社内）の有無 同上
LGBTQへの対応・利用実績 「あり」の割合
障害者雇用の雇用形態【特例子会社を設置して雇用】
障害者雇用の雇用形態【自社内に専門部門等を用意して雇用】
障害者雇用の雇用形態【自社内で健常者と同じ職場で雇用】

⼥性役員人数（社内＋社外、監査役除く）
外国人役員人数（社内＋社外、監査役除く）
新卒⼊社・⼥性比率（2021年4⽉〜2024年3⽉⼊社）
中途⼊社・⼥性比率（2021年4⽉〜2024年3⽉⼊社）
平均勤続年数の男⼥差（男性－⼥性）
⼥性管理職比率（課⻑相当職以上【ライン職】） 執⾏役員＋ライン職（部⻑＋課⻑）
⼥性管理職比率（執⾏役員）
⼥性管理職比率（部⻑相当職【ライン職】）
⼥性管理職比率（課⻑相当職【ライン職】）
⼥性正社員1000人あたり課⻑級以上（ライン）人数 執⾏役員＋ライン職（部⻑＋課⻑）
男性正社員1000人あたり課⻑級以上（ライン）人数 同上
障害者雇用率
⼥性の平均年間給与水準（全年齢・男性を1とした場合）
現地法人取締役の現地化比率 ％ - 33.4 31.2 28.8 80

0.62 0.53 0.65 0.47 62
％ 2.54 2.56 2.54 2.33 58
人 204.8 202.3 236.6 272.5 36
人 12.4 46.3 34.8 30.6 36
％ 1.7 10.3 4.0 2.6 35
％ 0.8 5.5 1.4 0.8 35
％ 0.5 4.5 2.9 0.9 31
％ 1.8 8.6 2.9 1.8 33
年 3.6 3.4 4.7 5.0 26
％ 17.4 29.8 23.0 19.3 31

人 1 1.6 1.6 1.1 32

％ 20.5 36.1 25.2 25.6 31
人 0 0.4 0.1 0.2 32

実績指標 単位 貴社回答
回答平均値

備考 参照
ページ全体 貴社業種 指定企業

- 89.6% 96.9% 7社 57

実施 22.1% 10.5% 2社 57
実施 21.5% 32.8% 3社 57

登用なし 12.1% 6.8% 1社 32
あり 25.8% 17.3% 4社 57

貴社業種
登用 19.1% 14.6% 0社 32

Ⅷ－1．データサマリー Ⅷ．データサマリー

実施内容 貴社回答
実施率 指定企業

実施社数 備考 参照
ページ全体

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

自社と指定企業の回答内容について、特に評価上差がつきやすい項
目を中心に⾒やすくまとめています。スコアベースではなく調査票の回答
ベースで、指定企業と比較した強み、弱みを一覧できます。
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レポートサンプル

Smart Work経営　診断プログラム
ベンチマークレポート（データ編）

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※本編約80ｐ＋データ編約100pの構成です。
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。
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　1.人的資本開示（BQ3）

研修時間、費用　指標の開示 休暇取得率（⽇数）指標の開示
複数年度の開示 複数年度の開示
測定方法の開示 従業員属性別の開示
従業員属性別の開示
内容別の開示 労働時間　指標の開示

複数年度の開示
離職率（⼈数）指標の開示 従業員属性別の開示

複数年度の開示
従業員属性別の開示 中途採用⽐率（⼈数）指標の開示
内容別の開示 複数年度の開示

従業員属性別の開示
男⼥管理職　指標の開示

複数年度の開示
従業員属性別の開示
内容別の開示

男⼥給与格差　指標の開示
複数年度の開示
従業員属性別の開示
内容別の開示

従業員エンゲージメント　指標の開示
複数年度の開示
測定方法の開示
従業員属性別の開示
内容別の開示

Ⅱ－２．経営方針関連データ Ⅱ．回答企業属性・経営方針関連データ

57.2 4社 ●
53.3 4社 ●
0.0 3社

38.8 3社 ●
0.0 3社

0.0 6社

44.5 4社 ●

0.4 4社 ●
0.2 4社 ●

32.9 6社 ●
0.4 5社 ●

49.5 10社 ●

0.0 3社
0.0 4社

86.0 9社 ●
0.0 7社

0.0 4社

70.0 5社 ●
14.6 3社 ●

89.6 5社 ●

0.0 4社
0.0 5社

57.1 7社 ●
52.0 6社 ●

0.0 7社

7社 ●
12.5 4社 ●
0.0 5社

58.2 6社

　回答率（％）
指定企業 貴社

●
●

　回答率（％）
指定企業 貴社

全体 全体
68.7 7社52.5 10社 ●

43.3

0 200 400 600 800

（社）

0 200 400 600 800

（社）

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

企業の取組状況についてまとめております。
棒グラフから取組の傾向を把握するとともに、指定企業と自社の取組状
況を⽐較できます。
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　1.正社員平均年齢（BQ5より概算）

（社）
≪分析軸別平均値≫ ≪簡易散布図≫

◆

◆ 　S+以上（偏差値65〜）
　S （偏差値60〜65）
　A++（偏差値55〜60）
　A+ （偏差値50〜55）
　A以下 （偏差値〜50） 10

中央値 社数
41.1 38.2 750 43.3 42.6 全体
40.5 39.0 社数 平均 中央値 平均

41.1 35.0 10 45.6 指定企業

41.6 38.1
40.3 38.5 43.3 歳

貴社 35.2

39.5
37.8 39.2 773

【総合評価】 男性平均年齢 ⼥性平均年齢

小売・外食■⑯ 42.7 37.2
⾦融■⑰ 41.5 39.4

歳

情報通信■⑭ 39.6 36.2
商社■⑮ 42.2 38.1

運輸■⑫ 41.2 36.8
サービス■⑬ 39.0 36.4

住建■⑩ 42.4 38.7
不動産・倉庫■⑪ 38.9 36.3

食品■⑧ 40.9 37.6
⽇用品■⑨ 41.1 39.2

輸送用機器■⑥ 41.0 39.5
医薬品■⑦ 42.6 37.7

電機・精密■④ 42.4 40.3
機械■⑤ 40.0 38.9

素材■③ 41.2 39.4

【業種（分析用）】
エネルギー■① 40.5 37.9

Ⅱ－３．社員構成データ Ⅱ．回答企業属性・経営方針関連データ

平均年齢は設問では訊いていないため、20代⼈数×25＋30代⼈数×35＋40代⼈数×45＋50代⼈数×55＋60代⼈数×62で概算しています。

男性平均年齢 ⼥性平均年
齢

鉄鋼・非鉄■② 40.5 38.9

0 20 40 60 80

30歳未満
32歳未満
33歳未満
34歳未満
35歳未満
36歳未満
37歳未満
38歳未満
39歳未満
40歳未満
41歳未満
42歳未満
43歳未満
44歳未満
45歳未満
46歳未満
47歳未満
49歳未満
50歳以上

020406080

30

35

40

45

50

30 35 40 45 50

指定企業
貴社
全社平均

1

2

3
4

5

6

7

8

9 10

15
16

17

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。
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　1.新卒⼊職率（BQ6）

≪ヒストグラム︓直近年度≫ ≪時系列データ分布≫ （%）

≪時系列推移≫

所属業種平均 3.7 3.8 3.1 2.9
4.9 4.6 3.6 4.0 4.1

3.3
貴社 3.1 2.7 2.2 2.5 3.0

全体平均 3.4 3.8 2.4 2.4

3.3
指定企業平均

Ⅲ－１．採用・定着関連データ Ⅲ．⼈材関連基本データ

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

10

20

30

40

50

60

累積（%）

（社数）

社数
貴社
累積 0 1 2 3 4 5 6

2023年度

2022年度

2021年度

2020年度

2019年度

全体平均
指定企業
貴社

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

評価に使用している様々なデータの集計値を、時系列で⽐較できるよう
に表示しています。
四分位ごとに色分けしたデータの分布をもとに、回答傾向の変化とその
中での自社の位置づけを把握することができます。
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　6.課⻑相当職以上【ライン職】⼥性⽐率（BQ10）

≪分析軸別平均値≫ ≪データの分布≫ ≪ヒストグラム≫
（％）

◆

◆ 　S+以上（偏差値65〜）
　S （偏差値60〜65）
　A++（偏差値55〜60）
　A+ （偏差値50〜55）
　A以下 （偏差値〜50） 7.79.2 13.1 1.2

10.2
8.0

指定企業 10

最低 平均 中央値
10.0

全体 793 75.8 0.0 8.4 5.7

最高
【総合評価】

11.7 社数

小売・外食■⑯ 14.5
貴社 25.0 ％⾦融■⑰ 15.8

サービス■⑬ 16.9
情報通信■⑭ 12.4

商社■⑮ 5.6

住建■⑩ 3.8
不動産・倉庫■⑪ 12.3

運輸■⑫ 7.8

医薬品■⑦ 12.0
食品■⑧ 9.0

⽇用品■⑨ 15.9

電機・精密■④ 5.8
機械■⑤ 4.3

輸送用機器■⑥ 3.5

エネルギー■① 4.5
鉄鋼・非鉄■② 3.2

素材■③ 5.3

【業種（分析用）】

Ⅲ－２．経営陣・管理職関連データ Ⅲ．⼈材関連基本データ

課⻑相当職以上＝執⾏役員・部⻑相当職（ライン）・課⻑相当職（ライン）の合算です。
（≪データの分布≫の2〜5％は業種が多いためラベルを省略しています）
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ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

評価に使用している様々なデータの集計値を、貴社と指定企業のプロッ
ト付きで⾒やすく表示しています。
四分位ごとに色分けしたデータの分布から、回答内容の密集度を把握
できます。
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　9.有給取得率と年間平均休⽇数／有休取得10⽇未満⽐率（BQ15）

≪散布図①≫　※外れ値は表示していないことがあります ≪散布図②≫　※外れ値は表示していないことがあります

10 27.2 10 74.1指定企業 10 140.5 10 74.1 指定企業

729 30.9 27.5 769 71.4 71.7
平均 中央値

全体 768 137.1 138 769 71.4 71.7 全体

中央値 社数 平均 中央値 社数

40.0 ％ 80.0 ％

平均

貴社 130 ⽇ 60.0
社数 平均 中央値 社数

％ 貴社

Ⅳ－１．ワークライフバランス関連データ Ⅳ．⼈材活用関連データ

有給取得率は各社の元からある休業⽇の⽇数によって変わるため、年間平均休⽇数についてもお訊ねしています。年間平均休⽇数には会社の休業⽇の他、有給でない休み（無給特別休
暇）の取得なども含まれます。

年間平均休⽇数 年次有給休暇取得率 有休取得10⽇未満⽐率 年次有給休暇取得率
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指定企業
貴社
全社平均

有給取得率は高いが、
元々の休⽇数が少ない

有給取得率は高いが、
個⼈差が大きい

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

変数同士の関係性を散布図によりわかりやすく表示しております。
散布図内での自社のプロットの位置から、自社の特徴を把握することが
できます。
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　1.労働時間適正化と休暇取得／睡眠施策／メンタルヘルス不調防⽌（BQ16、18）

ICTを活用した正確な労働時間管理
正確な在社時間を把握し、勤務時間との差を確認し、管理職に連絡
時間単位の年次有給休暇制度
有給の傷病休暇を用意
テレワーク以外で勤務時間中の中抜けを認める（規則等で明記）
取得率の低い⼈へのヒアリングやアンケート実施
5営業⽇以上の連続休⽇取得について、取得計画の事前提出を制度化
勤務間インターバル規制制度
メール等社内の連絡の時間制限
時間外や休⽇の対応を⾏わない旨の顧客等へのアナウンス
朝型勤務の推奨（割増⽐率の引き上げ等）
労働時間削減で減少する残業代の補填
リフレッシュルームや仮眠室を設置している
睡眠に関するセミナーを実施している
産業医等による睡眠関連指導の実施
睡眠改善に関連するアプリ等を利用できるようにしている
SAS検査を実施している
パワーナップ等仮眠制度を導⼊している
ストレスチェックの集団分析結果を部署・組織にフィードバック
復職可否の判断基準をあらかじめルールとして決めている
一般従業員に対するメンタルヘルスに関する教育研修
管理職に対するメンタルヘルスに関する教育研修
メンタルヘルスを専門とする産業医または産業保健スタッフを設置
ストレスチェックとは別途、ハラスメントについての従業員アンケートを実施
外部EAP（従業員支援プログラム）機関による支援の提供
カウンセラーの常設または専門職による定期的なカウンセリングの実施 44.6 43.4 26.0 8社

57.6 62.3 26.0 8社
46.5 56.6 28.0 8社

69.5 66.0 30.0 7社 ●
64.8 67.9 28.0 8社

73.0 75.5 24.0 8社
73.5 67.9 26.0 8社 ●

1.2 5.7 10.0 2社
80.7 92.5 22.0 8社 ●

22.0 32.1 24.0 4社 ●
2.4 5.7 16.0 4社

43.6 37.7 16.0 6社 ●
40.5 39.6 22.0 6社 ●

1.8 1.9 8.0 1社
54.2 56.6 20.0 8社

19.2 17.0 24.0 4社 ●
3.6 9.4 18.0 4社 ●

0.0 32.1 12.0 3社
23.4 26.4 26.0 6社 ●

49.3 45.3 26.0 7社
34.9 43.4 18.0 4社

22.0 7社
54.5 49.1 20.0 7社
50.0 62.3 28.0 8社

労
働
時
間
適
正
化
・
休
暇
取
得

睡
眠
施
策

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
施
策

Ⅳ－２．健康関連データ Ⅳ．⼈材活用関連データ

　回答率（％） 指定企業 貴社
全体 貴社業種 同ランク
68.3 62.3 22.0 8社 ●
66.5 64.2 24.0 8社 ●
56.5 58.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 200 400 600 800（社）

全体（社）
貴社業種（％）

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

企業の取組状況について表に加えて棒グラフと折れ線グラフで表示して
おります。
棒グラフと折れ線グラフの⽐較から、自社の属する業種の特性を把握す
ることができます。
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　6.障害者雇⽤率（BQ24）

≪ヒストグラム︓直近年度≫ ≪時系列データ分布≫ （％）

≪時系列推移≫

所属業種平均 2.45 2.54 2.50 2.58
2.43 2.13 2.10 2.09 1.87

2.98
貴社 2.50 2.60 2.70 2.80 2.97

全体平均 2.32 2.41 2.25 2.46

2.64
指定企業平均

Ⅳ－３．ダイバーシティ関連データ Ⅳ．⼈材活用関連データ

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
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2021年度

2020年度

2019年度

全体平均
指定企業
貴社

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。
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　5.平均年間給与【男⼥⽐較／年齢⽐較】（BQ32）

≪散布図①≫　※外れ値は表示していないことがあります ≪散布図②≫　※外れ値は表示していないことがあります

7 839.5 7 1091.5指定企業 8 1010.0 8 529.0 指定企業

617 648.2 625.6 622 898.6 857.8
平均 中央値

全体 630 827.0 802.5 631 470.1 458.2 全体

中央値 社数 平均 中央値 社数

900.0 万円 1493.9 万円

平均

貴社 1210.0 万円 574.8
社数 平均 中央値 社数

万円 貴社

Ⅳ－４．エンゲージメント・モチベーション関連データ Ⅳ．⼈材活用関連データ

男⼥の平均年間給与にはかなりの開きがありますが、これは男⼥で平均年齢が異なることも要因の１つなので、同じ45歳平均で⽐較することでより格差がはっきりと⾒えます。
全企業平均では、45歳平均の平均給与は男⼥⽐およそ4:3となっています。職掌の違いや昇進スピードなどもありますが、時短勤務者が⼥性の方が多いといった事情もありそうです。

平均年間給与【45歳】 平均年間給与【25歳】 平均年間給与【⼥性45歳】 平均年間給与【男性45歳】
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≪賃⾦カーブが急≫
キャリアを重ねて昇給しやすいが、
急すぎると若⼿のインセンティブが低下する恐れ

≪賃⾦カーブが緩い≫
年齢による格差が小さいが、
キャリアを重ねても昇給しにくい

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

© Nikkei Research Inc. All Rights Reserved 35



　4.男性育休取得率【連続1週間以上】（BQ48）

≪分析軸別平均値≫ ≪データの分布≫ ≪ヒストグラム≫
（％）

◆

◆ 　S+以上（偏差値65〜）
　S （偏差値60〜65）
　A++（偏差値55〜60）
　A+ （偏差値50〜55）
　A以下 （偏差値〜50） 51.344.3 67.6 34.5

53.3
49.6

指定企業 8

最低 平均 中央値
53.4

全体 740 100.0 0.0 48.9 48.9

最高
【総合評価】

54.7 社数

小売・外食■⑯ 46.8
貴社 77.4 ％⾦融■⑰ 47.0

サービス■⑬ 42.1
情報通信■⑭ 54.3

商社■⑮ 37.6

住建■⑩ 43.8
不動産・倉庫■⑪ 45.9

運輸■⑫ 60.6

医薬品■⑦ 54.4
食品■⑧ 53.0

⽇用品■⑨ 53.4

電機・精密■④ 51.0
機械■⑤ 49.4

輸送用機器■⑥ 53.4

エネルギー■① 50.7
鉄鋼・非鉄■② 47.1

素材■③ 49.1

【業種（分析用）】

Ⅳ－５．多様で柔軟な働き方関連データ Ⅳ．⼈材活用関連データ

配偶者が出産した⼈のうち育休を取得した⼈数です。注目度が高い指標で、年々割合が上昇しています。
調査では連続1週間未満の取得についても訊いていますが、ここでは連続1週間以上の取得に限って表示しています。
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ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。
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　1.一人当たり研修費（BQ28）

≪分析軸別平均値≫ ≪データの分布≫ ≪ヒストグラム≫
（円）

◆

◆ 　S+以上（偏差値65〜）
　S （偏差値60〜65）
　A++（偏差値55〜60）
　A+ （偏差値50〜55）
　A以下 （偏差値〜50）

108,08640,306 234,251 7,557

78,241
63,961

指定企業 10

最低 平均 中央値
94,137

全体 731 683,049 0 65,905 45,367

最高
【総合評価】

158,323 社数

小売・外食■⑯ 36,118
貴社 400,032 円⾦融■⑰ 74,089

サービス■⑬ 45,089
情報通信■⑭ 92,576

商社■⑮ 92,088

住建■⑩ 61,290
不動産・倉庫■⑪ 65,385

運輸■⑫ 73,272

医薬品■⑦ 91,898
食品■⑧ 67,679

⽇用品■⑨ 56,917

電機・精密■④ 63,258
機械■⑤ 52,293

輸送用機器■⑥ 39,004

エネルギー■① 98,291
鉄鋼・非鉄■② 65,492

素材■③ 57,371

【業種（分析用）】

Ⅴ－１．教育・キャリア自律・イノベーション推進関連データ Ⅴ．⼈材投資関連データ
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ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。
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　1.正社員の多様な勤務体系／転勤に関する施策（BQ38〜45）

一般職・現業職またはそれに準じる職務限定
契約・派遣社員を正社員登用する際に、当初の業務に限定した職務限定
特定の業務のプロフェッショナルとしての職務限定

現在該当者がいる【非管理職】
現在該当者がいる【管理職】

職務限定正社員以外へのジョブ型雇用の導⼊（％、社数は「導⼊済み」）
現在対象者がいる【管理職】
現在対象者がいる【非管理職】

地域限定正社員がいる企業
自⼰申告制度等を通して予め可否の希望を聞いている
本⼈の希望による勤務地変更を認めている（配偶者の転勤への配慮など）
ライフイベントを考慮した転勤・海外赴任等のタイミングの⻑期的な調整
育児介護等の理由で転勤を免除する制度がある
遠隔地に配属されても住居を移転せず、原則リモートでの勤務を認める

社内公募・社内FA制度　制度あり
2023年度利用者がいる

社内副業制度　制度あり
2023年度利用者がいる

限定・無限定の転換制度　制度あり（％、社数は「双方向あり」）
2021〜23年度で限定⇒無限定への転換実績あり
2021〜23年度で無限定⇒限定への転換実績あり

退職社員の再雇用制度（％、社数は「制度実績あり」「個別対応実績あり」）
2023年度利用者がいる

職
務
限
定

転
勤
施
策

72.4 76.4 90.9 9社
44.8 45.5 90.9 7社

36.3 49.1 63.6 6社 ●
25.9 34.5 18.2 4社

38.4 47.3 45.5 5社 ●

19.5 18.2 81.8 7社
14.6 12.7 81.8 6社

63.1 69.1 100.0 9社 ●
48.2 50.9 100.0 9社 ●

14.7 14.5 63.6 4社

44.0 41.8 100.0 7社
28.6 34.5 63.6 5社

67.5 78.2 100.0 8社 ●
49.5 43.6 81.8 6社

46.1 61.8 72.7 5社 ●

13.6 16.4 81.8 5社
9.4 7.3 45.5 2社

15.5 20.0 27.3 8社
16.9 16.4 81.8 6社

28.1 30.9 54.5 8社
19.4 9.1 36.4 7社 ●

37.2 30.9 54.5 4社
14.7 9.1 36.4 5社

Ⅴ－２．多様なキャリアパス関連データ Ⅴ．⼈材投資関連データ

　回答率（％） 指定企業 貴社
全体 貴社業種 同ランク

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 200 400 600 800（社）

全体（社）
貴社業種（％）

導⼊済み
導⼊予定

双方向 限定→無限定のみ

無限定→限定のみ

制度実績あり

個別対応あり

制度のみ

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。
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　1.正社員100人あたり研究開発職（BQ55）

（⼈）

　【分析用業種】

≪研究職と商品開発職のバランス≫

◆

0.5 0.3 1.2
0.8 0.7 1.0
3.1 0.5 0.8
1.9 1.0 5.3
0.3 0.8 1.3
0.6 0.1 0.9
0.8 0.6 3.4
2.1 0.6 2.1
4.9 0.7 9.5
5.9 0.9 4.3
17.7 0.4 2.8
4.2 0.7 9.9
7.6 0.5 5.5
9.3 0.8 15.1

0.5 5.0
6.4 0.7 2.5
1.7 0.4 0.9

指定企業平均 3.3 0.8 2.9
全体平均 4.2 0.2 4.3

貴社 4.5 1.5 1.6

Ⅴ－３．先端・専門⼈材関連データ Ⅴ．⼈材投資関連データ

正社員100⼈あたり研究開発職（⼈）

研究職 AIスペシャリ
スト 商品開発職

研究職

商
品
開
発
職

エネルギー■①
鉄鋼・非鉄■②

素材■③
電機・精密■④

機械■⑤
輸送用機器■⑥

医薬品■⑦
食品■⑧

⽇用品■⑨
住建■⑩

不動産・倉庫■⑪
運輸■⑫

サービス■⑬
情報通信■⑭

商社■⑮
小売・外食■⑯

⾦融■⑰

9.7
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　1.AI・IoT、ビッグデータの活⽤（BQ57、60）

非管理職相当の総合職社員に広くAI・IoT等に関する教育を⾏っている
社員のAIや機械学習に関するプログラミング言語の習得を支援している
管理職相当の社員に広くAI・IoT等に関する教育を⾏っている
現業職など総合職以外にも広くAI・IoT等に関する教育を⾏っている
データサイエンティストの社内育成を⾏っている
AI・機械学習等の中核⼈材に半年以上の集中的な育成プログラムを実施

AI活用に関する専門部署・チームの設置
AI活用の成功事例の共有
AI活用に関する情報の定期的な配信
外部の専門家やコンサルタントの活用
社内コンテスト・コンペティションの実施

音声の文字起こしツール
AIによる翻訳支援ツール
システムや総務など社内問い合わせ窓口のチャットボット
アイデアやキャッチコピーなどの生み出し・壁打ち
契約書や特許文書などの作成・チェックにおけるAI支援
ソースコードの生成や修正
AIテキストマイニングツール
画像や動画の生成
熟練者のノウハウに依存した業務のAIによる自動化
AIモデルによる売上・業績の予測
AIによる監査・内部統制上の自動リスク検知
AIによる与信審査支援

⼈
材
育
成

生
成
A
I

業
務
効
率
化
ツ
ー
ル
導
⼊

6.5 4.1 13.3 1社

10.5 11.2 33.3 2社
8.7 7.1 53.3 2社 ●

25.1 15.3 60.0 5社
17.5 9.2 60.0 5社 ●

32.4 18.4 53.3 6社
32.0 23.5 60.0 7社 ●

47.2 29.6 33.3 7社 ●
41.0 20.4 53.3 5社 ●

55.1 32.7 60.0 9社
52.9 32.7 73.3 8社

66.1 37.8 66.7 9社 ●

39.2 26.5 33.3 7社
13.9 3.1 46.7 5社 ●

43.9 22.4 60.0 8社
40.2 25.5 66.7 7社 ●

44.8 25.5 60.0 9社 ●

38.2 20.4 33.3 6社
25.9 12.2 60.0 5社

49.6 26.5 60.0 8社
41.0 20.4 66.7 7社

53.5 30.6 73.3 9社 ●
50.2 28.6 60.0 9社 ●

Ⅵ－１．テクノロジー活用状況 Ⅵ．テクノロジー活用関連データ

　回答率（％） 指定企業 貴社
全体 貴社業種 同ランク

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 200 400 600 800（社）

全体（社）
貴社業種（％）

ベンチマークレポート（プレミアム版） Sample
※ベンチマークレポートは、PDFでのご提供となります。

© Nikkei Research Inc. All Rights Reserved 40



　1.売上⾼に占める研究開発費⽐率（2021〜23年度合算）（CQ1）

≪分析軸別平均値≫ ≪データの分布≫ ≪ヒストグラム≫
（％）

◆

　S+以上（偏差値65〜）
◆ 　S （偏差値60〜65）

　A++（偏差値55〜60）
　A+ （偏差値50〜55）
　A以下 （偏差値〜50） 4.105.76 4.70 1.15

1.85
2.39

指定企業 9

最低 平均 中央値
4.14

全体 647 30.30 0.00 3.59 0.81

最高
【総合評価】

3.00 社数

小売・外食■⑯ 0.20
貴社 5.30 ％⾦融■⑰ 0.71

サービス■⑬ 0.49
情報通信■⑭ 1.67

商社■⑮ 0.31

住建■⑩ 0.87
不動産・倉庫■⑪ 0.25

運輸■⑫ 0.30

医薬品■⑦ 68.68
食品■⑧ 1.22

⽇用品■⑨ 2.73

電機・精密■④ 4.70
機械■⑤ 2.34

輸送用機器■⑥ 3.58

エネルギー■① 0.60
鉄鋼・非鉄■② 1.49

素材■③ 2.86

【業種（分析用）】

Ⅵ－２．技術投資関連データ Ⅵ．テクノロジー活用関連データ
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